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地域経済と中小企業
—地域経済への接近――-
竹之内 辰 雄
ー
周知のように，わが国経済の水準は第2次大戦終了からおよそ10年を経た昭
和30年にいたって，輸出入数量をのぞき戦前の平常時水準に回復した。昭和31
年の『経済白書』の「最早や戦後ではない」という表現に端的にみられるよう
に，戦後の困難な諸問題を一応克服して新たな経済発展はこの頃からはじまっ
た。そして，その後の10年間では，実質国民総生産 (NNP)の伸びは年率10.4
彩であって，世界の歴史にその例をみないほどの高度成長過程を歩んだ。しか
も， 40年代に入ってからも高度成長はおとろえないばかりか，その前半では30
年代をもしのぐ高度成長を遂げて，ついに自由主義諸国では米国に次ぐ第2位
の国民総生産に到達するほど世界有数の工業へと成長した。いま，この間のわ
が国産業構造の推移を総理府統計局「国勢調査」をもとに就業人口の変化でみ
ると，昭和30年度の第1次産業のそれは41.1%から45年度には19.3%へと大幅
に低下し，同時期の第2次産業は23.8彩から34.1%, 第3次産業では35.1彩か
ら46.6%へと比重がそれぞれ増加するなど，後2者のウェイトが高まってい
る。また，経済企画庁の「国民所得統計年報」をみれば，同様にして第 1次産
業濃林水産業）では2.7彩から7.4%に激減し， 第2次産業（主として製造業）
では28.9彩から38.596へ，第3次産業（主として卸小売業，サービス業）では48.1
彩から54.4%へとそれぞれ比重を高めている。いわば産業構造は高度成長過程
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を通じて第 2次産業中心へと推移してきたことがうかがえよう。具体的数値は
省くが，通産省の「工業統計表」によれば，工業構造は繊維・食品・パルプな
どの軽工業よりも資本装備率の高い鉄鋼・機械・化学・石油などの重化学工業
の比重が高まり，わけても加工型工業といわれる金属製品・一般機械・電気機
械・輸送機械・精密機械などが同期間に著しく増加しており，こうした分野の
設備投資，技術革新とそれらの輸出がわが国経済の高度成長の原動力となった
とみられる。換言すれば，高度成長は同時に産業構造高度化の過程であった。
そして「産業構造の高度化は，新産業の登場，産業の多様化，社会的分業の深
化，産業交替の進展などをひき起こし，同時に企業規模の変動と多様化を拡大
させる。すなわち，経済成長は既存産業の拡大のみならず，これまで産業が進
展していなかった分野への産業化の拡大，さらには新産業の登場・拡大等を起
動力として展開1)」したのである。ロストゥ W.W.Rostowいうところの飛
躍期から成熟社会の段階を迎えたといってよい。
中小企業に眼を転じてみると，高度成長は中小企業存立の基盤といわれてい
た過剰労働力，したがって低賃金と長時間労働を大きく変化させた。経済成長
にともなって雇用は増大し，生産年令人口の伸び悩み，進学率の増加なども加
わって若年労働力を中心に労働力不足が顕在化して中小企業における求人難は
深刻となった。わが国では労働力需給のひっ迫はかって経験したことがなく，
それだけに労務倒産（人手不足による）が話題となったのもこの頃のことであ
る。そのような事情の結果，賃金は大幅に上昇して大企業との格差を縮小し，
昭和40年初期には二重構造はほぽ解消に近づいたといってよい。つまり，過剰
労働力を基盤とした中小企業の存立は不可能となったのである。
また，昭和38年には中小企業基本法が成立した。これは中小企業の設備の近
代化，経営規模の適正化をはかることによって中小企業の成長• 発展を促進
し，中小企業を先進国型の構造に脱皮させ，国際競争力を強化させようとした
1)清成忠男『現代中小企業の新展開』日本経済新聞社，昭和47年， 27ページ。
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ものである。しかし，それは近年の中小企業の実態からみて，中小企業層の存
立基盤を強化することになったとはいい難い。昭和40年代には，産業構造高度
化によるわが国経済構造の変動と労働力需給ひっ迫の一層の進化，所得水準の
上昇による需要構造の変化に加えて貿易自由化，発展途上国の追上げなど中小
企業をとりまく経済環境は大きく変化した。そうした環境の変化は，一部中小
企業および大企業と補完関係にあった中小企業とそうでない大多数の中小企業
との間に企業格差を生じさせた。いわゆる階層分化がそれである。高度成長の
もとでは近代的産業部門が重視されたため，近代化に成功した一部の中小企業
をのぞき，一般的には農業・中小企業・流通部門などの低生産性分野の近代化
が遅れ，結果として国民生活向上の阻害要因となったことは否定できないであ
ろう。換言すれば，高度成長をささえた重化学工業化政策は，大企業の近代化
を中心としたものであった。それだけに地場産業や地域に存立する中小企業の
成長• 発展を大企業のそれと等しく願ったものではない。いわゆる中小企業
は，無視とはいわないまでも，従たる地位におかれたことは事実である。中小
企業基本法の精神は理解できるとしても，それは重化学工業化政策によって生
ずる産業構造上の矛盾の解消という程度の役割を果しているにすぎないのであ
って，重化学工業政策の範疇を超えるものではないのである。
]I 
戦後の経済発展の指針的役割を果してきたものは，中期ないし長期の思考を
反映して作成された数次の「経済計画」であった。それらは，昭和30年代では
「経済自立5カ年計画」，「新長期経済計画」とそれらに続く池田内閣による
「国民所得倍増計画（昭和35年12月決定）」であった。 そして40年代では「中期
経済計画」，「経済社会発展計画」， それに「新全国総合開発計画」と「日本列
改造論」とを掲げて登場した田中内閣による「経済社会基本計画」などがあ
る。
このような一連の諸計画」の中で，最も重要な意味をもつものは「所得倍増
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計画」であった。この計画では，工業を計画的に適正配置しようとするもの
で，工場の地方への誘致建設が地域開発の重点であるという考え方であった。
そのために， 昭和37年には「全国総合開発計画」が策定され，続いて38年に
は新産業都市として全国に13地域（のちに追加指定され15地域となる）と 6カ所の
工業整備特別地区が指定されたのである1)。換言すれば，この方式は，工場の
地方分散によって地域較差を是正し，過密都市問題の解決を意図したものであ
った。「しかし， この結果太平洋ベルト地域に最新の設備をもつ重化学工業地
帯を出現させ高度成長を生んだが，計画の目標である『富と人口の分散』『国
土の均衡ある発展』とはおよそ反対に三大都市圏への富と人口集中がすすみ，
過密過疎問題が一層深刻2)」となったのである。いわば，後に高度成長の「ひ
ずみ」といわれている諸現象である。こうしたことから，計画目標を「ひずみ
是正」におき，低生産性部門の近代化，労働力の活用，国民生活の質的向上な
どを重点政策課題とした「中期経済計画」 (39年）が策定され，そののち「均衡
のとれた充実した経済社会への発展」を基本目標に，物価の安定，経済の効率
化，社会開発の推進を盛りこんだ「経済社会発展計画」 (42年）が策定された。
そして，昭和44年には目標年次を昭和60年度とする「新全国総合開発計画」が
1)西岡久雄教授によれば，地域開発と工業立地とは厳密には区別されるべきものであ
り，同じ概念ではないが，前者の最重要手段として工業化がとりあげられることが多
かったので，事実上は両者は密接な関係にあるとことわりながら，戦後の地域開発政
策は，通常3期に分けられると指摘している。すなわち，第1期は資源開発主義の時
期 (1945年~55年），第2期は太平洋ベルト主義の時期 (1955年~60年），第3期は地
域間所得較差是正主義の時期 (1961年～ ）である。そして，第3期の所得倍増計
画のなかでベルト地域構想が打ち出されると，非ベルト地城約30県から，この構想に
したがえば，地域間所得較差はますます激化するという見解が出され，強力な反対運
動が展開された。その結果，相次いで較差是正に重点をおく， 「低開発地域工業開発
促進法」 (1961年），「新産業都市建設促進法」，「全国総合開発計画」 (1962年），「工業
整備特別地域整備促進法」 (1964年）などの政府計画ないし立法措置がとられた，と
述べている。西岡久雄『経済立地の話」日経文庫，昭和51年第5章2参照。
2)香西 泰• 吉川 薫「経済計画」川口 弘・篠原三代平編『図説日本経済論」有斐閣
選書，所収53ページ。
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議決定されている。この計画では， 「開発の基礎条件として中枢管理機能の集
積に物的流通の機構を体系化するため，全国的なネットワークを整備し，この
新ネットワークに関連せしめながら各地域の特性を生した自立的，効率的な産
業開発，環境保全に関する大規模開発プロジェクトを計画し，これを実施する
ことによって， その地域が飛躍的に発展し，漸次その効果が全国土に及び，
全国土の利用が均衡のとれたものになるという方式い」であって，重化学工業
ないしは大規模工業開発優先がその主柱となっている。その後，経済の効率
化，物価の安定，社会開発の推進，適正な経済成長の維持と発展基盤の培養を
重点課題とした「新経済社会発展計画」 (45年）が策定されて， 「中枢管理機能
を中心に大都市への集中が進むなかで過密のもたらす都市問題が激化し，一
方，工業地域やコンビナートを中心に環境問題も深刻化したため，新全国総合
開発計画も総点検が行なわれることになった4)」。そして47年には「日本列島
改造計画」が出現した。それによれば，過密都市・過疎対策として都市に集中
する工場を地方分散することによって同時的に解消することをねらったもので
ある。具体的には，過密都市にある工場に税金を課して地方移転を容易にし，
それによって地域の振興をはかるという工業再配置構想であった。これに対し
ては，環境破壊，公害の地方分離を促すものとして議論の的となった。また税
理論や技術上の困難さもあって，今日にいたってもそれは実現していない。そ
して，何よりも工業再配置構想の大きな欠陥は，政策的配慮を「優先」して企
業の経済活動の目的が利潤追求にあることを「従」としたことであろう。ノー
ス H.0. Nourseの指摘するように，「企業は家計に財とサービスを提供し，
人びとが欲する財を提供することによって利潤をえている。企業は利潤が大と
なるように，できるかぎり効率的に資源を集める。つまり，財とサービスの効
率的な生産のもっている 1つの側面が立地なのである。ある場所は他の場所よ
りもより大きな利潤を生むであろう。企業は，費用が最小の場所あるいは収入
3)前掲書， 57ページ。
4)前掲書， 59ページ。
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が最大の場所に立地するのではなく，正の収支差つまり利潤が最大の場所に立
地する5)」ことを忘れてはならないのである。
さて， 48年になると，活力ある福祉社会の実現を目標に「経済社会基本計
画」が策定された。「日本列島改造構想」の延長線上にあるこの計画では，第
1に今後の経済活動がわが国の自然環境と調和を保ち，社会全般の中で適切な
位置をしめるとともに資源の濫費をつつしむこと，第2に資源配分・所得分配
の公平化・住宅・土地問題の解決・教育・雇用など機会の均等化など社会的公
正を尊重すること，第3に国民参加の問題として，地域社会の問題に関して地
域住民の意識をどう反映させ，地域開発のプロジェクトを環境と調和しながら
地域社会にとってふさわしいものにすること，第4に自由世界第2位の経済力
をもつわが国にふさわしい新しい国際協調の道を歩むこと6), などが課題とな
った。
しかし，計画策定後まもない48年10月にいたり， いわゆる石油危機の発生
により，資源エネルギーの制約，減速経済への移行などで計画と実際に乖離
がみられ，国土開発の指針として新たな総合開発計画策定の必要性が生れた。
その結果策定されたのが「第3次全国総合開発計画」 (51年）である。 これは
40年代を通じての公害，環境問題，資源エネルギー問題などをふまえて，人間
と自然との調和のある健康で文化的な人間居住の総合的環境の整備を目標とし
ている。そして，この目標達成のために「人口の定住構想」がうかがわれ，大
都市に集中する人口の抑制，地方振興型の政策的配慮の必要性が強調されてい
る。いわば，それまでの「工業開発優先から人間生活重視」，「高度成長から安
定成長」へと発想の転換がはかられたのである。
5) Nourse, H. 0., Regional Economics, 笹田友三郎訳『地域経済学」好学社，昭和46
年， 2ページ。
6)宮崎 仁編『経済社会基本計画の解説』日本経済新聞社，昭和48年， 50-53ページ参
照。
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ところで， 30年代以降のわが国の経済計画に共通する特徴は， 「第 1に他の
先進自由主義国と同様に指針的 (indicative)計画であること，第 2に実績と計
画の乖離を背景に計画の改訂が頻繁におこなわれたこと，第3に経済審議会を
中心としてつくられていること，である。そして， 計画と実績の乖離が大き
く，しかもそれには経済成長・民間設備投資の過小評価という一定の傾向がみ
られた。その結果，社会資本，社会保障の立遅れの一因となった1)」のであ
る。また，「国土開発計画」にみられるように， 戦後のわが国の地域政策の基
調は，工業の大都市への集中排除ないし規制と地方への分散にあったといって
よい。地域開発は企業誘地によって可能という構想である。換言すれば，「国
の政策の線にそって重化学工業化を軸とする地域開発が中心となり，さらに，
高度成長過程を通じて生じた地域間の不均等発展が著しくなるにつれて，経済
の二重構造の地域的反映としての地域間格差の是正と過密・過大都市の抑制
が，地域経済の中心課題としてとりあげられるようになった2)」ということで
ある。したがって，そこでは地域経済を構成する伝統的地場産業の育成，下請
関連企業の発展および地域的経済的条件によって成立している産業の向上•発
展としてとらえられたものではない。幸か不幸か政策目標達成の度合からいえ
ば，今日にいたっても少しもそれに近づいてはいない。そればかりか高度成長
過程を通じて大都市ほど人口増加が顕著であり，大都市およびその周辺ほど工
場建設が進んでいるのが現状である。
そして，その役割をになったのが移出型産業であった8)。同時に公害，環境
1)川口 弘・篠原三代平編『図説日本経済論』有斐閣選書，昭和49年， 4ベージ。
2)竹内正已『地域経済の構造と政策」法律文化社， 1966年， 4ページ。
3)湯川利和「都市経済学」，相原 光， 力石定ー，新野幸次郎編『現代経済をみる眼』
所収，有斐閣選書，昭和46年参照。なお，湯川氏は移出型産業を臨海型工場，内陸型
工場，都心型オフィスに分け，それらが大都市を選好する理由を述べている。
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汚染・ 破壊も移出型産業をめぐって発生している。例えば，重化学工業の急速
な発展によって硫黄酸化物，重金属などの汚染因子が放出されたこと，太平洋
ベルト地帯とりわけ三大経済圏を中心とした過密経済活動の展開により局所的
に環境が破壊されたこと，および人口集中地域における公共施設の不足・遅れ
から公害が深刻化したことなどがあげられよう。そうだとすれば，高度成長過
程における移出型産業，とりわけ重化学工業がマクロ的にみて経済発展の原動
力となって，戦後のわが国を飛躍的に成長させたという点では評価できるとし
ても，地域振興と地域経済発展のためとはいえ現在多大な問題が指摘されてい
る既存の工業・産業を，何らの適切な方策を講じないままに地方に分散すると
すれば，再配置先で新たな問題を発生させ繰返すことは明白である4)。石油危
機以降わが国の産業構造の転換の必要性が議論され，その結果資源・エネルギ
ー多消費型の重化学工業中心から知識産業への構造転換が提唱されているが，
これとても前者が消滅するかあるいは不必要ということではない。むしろ，ゎ
が国の産業の発展にとっては不可欠だ。また，知識産業・情報産業は，その機
能からみれば都市型産業であって，地方に分散しにくい性格をもっている。
以上のようにみてくると，工業大都市への集中排除と地方分散による地域振
興・地域経済発展の基調は，再検討されねばならないことになる。その場合，
「基本的に重要なことは計画の性格や地域経済の本質について充分な理解をも
4)西岡久雄教授は， 30年代以降の工業立地あるいは地域開発政策の問題について， 3点
を指摘している。すなわち，第 1点は(1)地域経済と国民経済との間には，基本的性格
に重大な差異があること， (2)工業化は後進地域開発の手段としては不適当であるこ
と， (3)工業化とともに人口移動を含む他の手段を重視すること， (4)予見できるかぎり
中心工業地城とそれを結ぶベルト地域の占める比重は依然として決定的に大であるこ
と， (5)海外諸国の立地政策に対する識者の評価は妥当性をかくこと， (6)後進地域のエ
業化は，立地論ー地域構造論的観点から慎重かつ合理的に進められるべきことであ
る。第2点は，立地理由調査法に内在する重大な欠陥ー立地条件と立地因子との混
同，市湯因子の無視，立地決定段階の無視などがある。そして第3点は，経済の高度
成長→ベルト地域の発展→地域間所得較差の激化という考え方には決定的根拠はない
ことである。西岡久雄『経済立地の話』日経文庫，昭和51年， 209-213ページ参照。
地城経済と中小企業（竹之内） 469 
って対処してゆかねばならないということである。経済発展はその主体が民間
側にあるわけで，政府は公共投資を中心とする財政支出を軸として，金融，税
制上の諸措置や法的規制による誘導諸対策を実施しうるに過ぎない。したがっ
て計画はのぞましい発展の姿を実現することを目標としてなされるとしても，
利潤の極大を求める個別企業の立場からすれば必ずしも目標に合致した立地選
択が行われるとは限らない5)」のである。したがって，計画策定にあたって
は，誘道政策と企業立地策との調和に加えて誘導する地域の性格，誘導する産
業の種類，地方自治体の財政能力などを充分に検討し，地域住民の意向を反映
したものでなくてはならないであろう。その地域には，その地域の歴史的発展
段階や気候風土の相異があることも忘れてはならないであろう。したがって，
地域振興・地域経済の発展は工業化が唯一無比のものではなく，むしろ複合的
手段によることが必要ではないであろうか。最早や画ー的発想や合理性の追求
のみでは地域経済の振興• 発展は，はかれないのである。地域経済の成長が地
域住民の福祉水準の持続的向上にあるとすればなおのことである。国民経済の
再生産過程の一環として地域経済の再生産構造をとらえ，地域振興のために地
域経済の果す役割を重視し，かつ種極的に評価すべきである。換言すれば，今
後の地域発展には，主として地域経済を構成している中小企業を育成すること
によって可能であり，かつ「その地域主義の有力な推進者としての役割を中小
企業が果すことにこそ，中小企業の重要な役割を求めるぺきではないか6)」と
いうことである。以下では「地域」および「地域経済」の意味をさぐってみよう。
IV 
地域振興や地域経済の発展は，まことに望ましいことであり，かつ必要なこ
とである。そこで， 「地域」あるいは「地域経済」とはどうゆう意味かを明ら
かにしておかねばならないであろう。 しかし，伊藤喜栄氏が述べているよう
5)竹内正巳『地域経済の構造と政策」法律文化社，昭和41年， 9ページ。
6)庄林二三雄『中小企業と地域社会」同友館，昭和51年， 221ページ。
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に，「地域」という言葉は実に多義に使用されており， その概念を規定するこ
とは真に困難なように思われる。すなわち， 「それは漠然とは何らかの意味に
おいて部分的な地表空間をさしているようであるが，実際には用いる人によっ
て，また用いられる状況に応じてきわめて多義的である。ある場合には単なる
地表の区画 (Area)であり，また時として統一性，自律性を備えた有機体的な地
表 (Region)であり，特定の内容で充填された範域 (Territory)や地方 (Local)
のニュアンスで用いられることもある。別に地域社会 (Community)という言
葉もある1)」と。また，経済企画庁では，戦前・戦後にわたる地域開発の時期
区分はするものの，「地域とは何か，開発とは何か，そして地域開発とは何か，
こうした基本的な設問に対する的確な答えはいまだに用意されていないい」と
述ぺている。しかし，本論にはいると，昭和30年前半の経済成長過程における
「ひずみ」にふれたのち，「『地域』に対しても，地域間における資源配分の不
均衡から生ずる諸問題をなげかけ，……それらは経済成長とともに沈下するこ
となく，ますます拡大する傾向をたどり，そのことがこれまで資源とか工業と
かの立地問題の対象として取りあげてきた圏域を，改めて『地域』として確認
させ，いわゆる『地域問題jーーすなわち 1つは過大都市問題であり， 2つは
地域格差問題—にまで凝結して行った3)」と指摘している。このように，「地
域」とは都市（再）開発，資源（再）開発，工業化を必要とする圏域を指して
いるのであり．その圏域で生ずる問題ないし解決をせまられている問題を「地
域問題」といい，その問題に対する施策を「地域開発策」と呼んでいるのであ
る。そしてまた，そのような圏域に基盤をおき，生産・流通活動を通じて圏域
の経済循環に大きな役割を果している経済活動を「地域経済」といってよいで
あろう。ここでいう圏域とは Regionと考えられる。 しかし， それが既述の
1)「エコノミスト」毎日新聞社， 1978年2月2日号， 90ページ。
2)喜多村治雄「日本の地域計画」，稲葉修三他監修，『日本の経済政策と経済計画」講座
日本経済第2巻， 日本評論社，昭和40年所収， 187ページ。
3)前掲書， 193ページ。
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一連の「諸計画」のなかで用いられる場合は，例えば「拠点開発方式」から
「大規模プロジェクト」へ，そして「第3次全国総合開発計画のなかの定住構
想」のなかでの「地域」となると，それは「都市」に対する「地方」であり，
「過密」に対する「過疎」であり， そしてプロックとしての「 1行政単位」を
意味しているのである。地域をこのような行政単位と考えるとすれば，それは
住民の日常生活の総てがその行政単位内で充促されている場合にかぎられてこ
よう。経済循環がそのなかで自己完結される場合にかぎられると考えられる。
つまり，生活圏・経済圏と行政圏が一致する場合ということになる。しかし，
特例を別にすれば，大都市周辺地域や交通綱の完備した地方都市では，必ずし
もそう一致するわけではない。神戸，京都から大阪への通勤，千葉，埼玉から
東京への通学，通勤，購買などは，むしろ日常的であるからだ。生産・流通・
消費という経済循環も同様である。したがって，地域＝行政単位と直ちに理解
することは，必ずしも適当とはいえないであろう。しかし，だからといって後
述するように，地域を行政単位と考えることが全く無意味だというものでもな
い。
ところで，ノース H.0. Nourseによれば，地域の定義には 2つの方法が
あるという。その 1つは機能的統合の原理にもとづくものであり，他は同質性
の原理にもとづくものである。前者は，同じ中心的な結節点に結合される領域
であって標準統計大都市地区といわれ，アメリカでは政府その他の多くの民間
・公共の諸機関が使用している大都市圏の標準的な定義とされている4)。後者
は，可能なかぎり同じで，しかも他の近くの地区とは異なる地域を構成しよう
とするものであって，人口密度・所得・人種・出生と死亡，および主要産業別
の雇用百分比のような88の統計指標にもとづいて定義されている5)。つまり，
異質的なもののなかにできるだけ同質的な要素をみつけだそうということによ
4) Nourse, H. 0., Regional Economics, 1968, 笹田友三郎訳「地域経済学」好学社，
昭和46年， 138ページ参照。
5)前掲書， 139ページ参照。
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って規定された領域である。笹田友三郎教授によれば，機能的統合の原理にも
とづいた地域を「結節地域 nodalregion」， 同質性の原理にもとづいた地域
を「均等地域 uni-formregion」と呼んでいる 6)。そして，結節地域とは「一
定の拡がりをもつエーリアが 1つの中心になる核を囲んで組織された地域であ
り， その各部分は相互依存的で，財やサービスの交換によって結合されてい
る。核は市場中心であり，特化された財やサービスの供給源であり，また他地
域のノーダル・ポイントヘの交通路でもある 7)。」これに対して均等地域は，
「同質的ではあるが，その同質性は完全なものではない。同質性の程度は多く
の場合それほど高いものではない。広い範囲では同質的であるものも，狭い範
囲では異質的であるかもしれない。つまり完全に均等でなくても，一定の基準
によって定められた限度内で，同質的なエーリアが『地域』としてとらえられ
る。そこには無視しうる程度の差異があることはいうまでもないs)」と述べて
いる。そして，両者の関係については，機能的統合の原理にもとづく結節地域
の規定の方が，同質性の原理にもとづく均等地域の規定よりも新しい概念であ
るという 9)。しかし，だからといって笹田教授は後者による規定が不必要だと
いっているのではない。地域の概念は，「人為的に構成された概念である。『地
域』は人間が思考のうえでつくりあげた存在であり，具体的事実に接近するた
めの 1つの抽象的な論理である10)」とことわって次のように述べている。す
なわち，「均等地域はあらゆる国にとって基本的な重要性をもつが，結節地域
についてはそこにおける工業化の程度如何がその重要性を決定することにな
る11)。だから，「均等地域は地理的に多くの類似性を具えた諸地域を比較・検
討し，かつ地理的・経済的に専門化している諸地域を認定するのに有用であ
6)笹田友三郎『地域の科学」紀伊国屋新書， 1964年，第 1章， 19ペー ジ以下参照。
7)前掲書， 22ペー ジ。
8)前掲書， 20ペー ジ。
9)前掲書， 22ペー ジ。
10)前掲書， 23ペー ジ。
11)前掲書， 25ペー ジ。
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り，……結節地域は，主要中心とそれに大きく依存している 1つのエーリア，
すなわち『1つのインダストリアル・クラスクー」を認定しようとする場合に
利用される12)」。 したがって， 「2つの分類の原理にもとづいてつくられた均
等地域と結節地域とは等しく妥当性をもっている。それらは相互に排他的なの
ではない。いずれか 1つをもって真の地域概念であるとすることは間違ってい
る13)」といえる。また，笹田教授は，「都市化と工業化が進行し，その経済構
造や社会構造のパクーンが絶えず変化しているような動的な社会では，均等と
結節との2つの地域概念はオペレーショナルな指標になりえない。 2つの概念
だけでは現代科学がもつ前望性（計画性といってもいい）という問題を忘れるこ
とになる14)」といい， 「計画地域 programregion」の概念の導入の必要性
を認め， そして前2つの概念とこの概念との三位一体を強調しているのであ
る。笹田教授による以上のような指摘は，アイサードW.Isard, プードヴィル
J. A. Boudeville等の研究の成果をふまえたことは当然であるが， これはま
たノース H.0. Nourse にも共通した考え方であることはいうまでもない。
ところで，近年地域経済研究の分野で精力的活動をされている清成忠男教授
によれば，地域とは次の 4要件を満しているという。すなわち，①空間的に限
られた領域 (area)であること，③それ自体で同質的 (homogeneons)な領域で
あること，③他とは異なる物理的・文化的な特徴をもつこと，④独自の習慣，
理念，帰属意識をもつこと，である15)。そして， その場合「 1次的には，狭
域的な生活空間が最小の地域の単位となり，それが横に連なり広域的な地域を
形成することもある16)」と説明している。 ここにいう生活空間とは， 特定区
域に居住する住民の日常的生活の総てがその範囲で自己完結している地域を意
12)前掲書， 26ペー ジ。
13)前掲書， 26ペー ジ。
14)前掲書， 141ペー ジ。
15)清成忠男『地域と中小企業金融J日本経済評論社文庫，昭和52年， 10ペー ジ参照。
16)清成忠男『地域の変革と中小企業」上巻， 日本経済評論社，昭和50年， 1ペー ジc
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味している。ノースゆうところの同質性の原理にもとづいた均等地域といって
もよいであろう。清成教授と近似した見解をもつ杉岡碩夫氏の言葉を借りれ
ば，それは通常は「行政圏」であるという。すなわち， 「人間生活の一定部分
は私的な営みの域を越えて社会的，公共的な営みのなかに包摂され，それを行
政が一定の地域的範域の枠のなかで組織している 17)」からである。例えば，
それらは学区であり， 保健所管区であり，職安管区， 消防署管区，税務署管
区，警察署管区などの他，より包括的なものとして自治体の範域などである。
「ある地域的範域のうえに 1つの地域社会が存立するためには，もっとも基本
的な生活条件である交通通信，治安，保健衛生，教育，日用品購入組織などの
いわゆる公共施設が存在することが不可欠であり，その公共施設の多くは行政
区域単位に配置されているため，その配置された公共施設に対応して行政圏に
自生的に日常の生活圏としての地域社会が形成されていくという面が，みとめ
られる 18)」からだといっている。しかし，これのみをもって地域の概念を規定
しているわけではない。上述の規定はあくまでも一義的なものであるというの
である。すなわち，「第 1次的地域」18)と表現している。 「これに対して，「第
2次的地域」とは，『専ら機関と機関(=資本と資本，企業と企業，箪者注）との
関係の中に認められるところの地域であって，それは具体的には，財貨の仕入
・卸の関係，あるいは機関相互における本支の関係として把握されるところの
もの』である 20)」という。すなわち，機関を資本＝企業と解せば，それは企業が
存立し，主として活動している範域を指すことになる。したがって，企業が存
立し，活動している範域が広ければ，それは広域であり，狭ければ地域という
17)杉岡碩夫編著「中小企業と地域主義」日本評論社，昭和48年， 41ペー ジ。
18)前掲書， 42ペー ジ。
19)杉岡氏は笹森秀雄氏の説を引用し， 「第 1次地域とは， 大都市とその周辺市町村に居
住している人々が，その消費生活と労働生活において，その欲求をともにその中で完
結しているところの地域」であり， 「1つの社会的地域的統一である」という。前掲
書， 45ペー ジ。
20)前掲苦， 45ペー ジ。
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ことになる。一般に，広域的活動をする企業はそれだけ資本が大であり，資本
集約的であり，経営規模も大といえ，したがって大企業を意味する。反対に活
動範域が狭小であることは，とりもなおさず市場支配が劣弱であることを意味
し，それは資本が小であるからであり，したがって経営規模も小さく中小企業
を意味することになる。中小企業は一定の範域を基盤として成立し，その範域
を主たる対象として専ら経済活動を営んでいるといってよい。その意味で中小
企業は地域産業であり，地域経済の担い手と考えられる。この場合の「地域経
済」とは，一定の範域が都市であるか否かは問題ではなく，その範域を「場」
としておこなわれる経済活動を意味している。したがって，地域経済研究の視
点は，一定の「場」に存立する企業の地域との関連における経済活動とそのお
よぼす影響，企業の存立条件， 成長・発展の方向，構造変化などとなる21)。
ただ注意すべきことは， 「第 1次的地域」と 「第2次的地域」との範域が必ず
しも一致するとはかぎらないことである。否，一致しないばかりか，しばしば
対立することさえもあろう。 この理由は，「第 1次地域」が社会的要因を多分
に含有するために，その構造を分析する場合の方法が通常の経済分析的手法で
は用をなさないことによる。しかし， 「第 1次地域」を経済的に評価すること
は可能であろう。そこから得られた経済構造と， 「第2次的地域」構造との関
連において理解することは可能ではないであろうか。その場合「第 1次的地
21)ノースは，地域経済学の対象について次のように述べている。「地域経済学はつぎの
ような問題にかかわりをもっている。すなわち， どんな要因が規則的な間隔をおいて
都市を発生させるのか。どんな要因が都市の規模を規則的に変えるのか。産業の集中
と分散の背後にどんな要因がかくされているのか。都市ー地域内部の土地利用パクー
ンをきめるのにどんな要因が重要な役割を果たすのか。地域の移出の縮小は，短期的
には所得と雇用にどのような影轡を及ぼすのか。何が沈滞地区をつくるのか。 1人あ
たり所得と人口の増加は，都市の立地や規模や都市内部の土地利用バターンにどんな
影響を与えるのか，沈滞地区や都市の胴枯れ現象のような地域問題にまつわる公共政
策の範囲はどれほどなのか。……それぞれの問題の答えは，企業の立地を決定する要
因しだいできまるようである。」 H.O.Nourse, 笹田友三郎訳「地域経済学」好学社，
昭和46年， 7ページ。
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域」したがって行政範域といえども，地域経済構造分析の対象としては十分に
有意といえるであろう。
??
ところで，わが国において地域経済への理論的アプローチは，全国総合開発
計画，新全国総合開発計画等々にみられるように立地論に依拠するものが多い。
しかし，地域経済の構造分析を正面から試みたものは数少ないのである。それ
は，構造的問題をも立地論によって解決しうるという錯覚があったとみられる。
こうした視点にたてば，地域経済の担い手たる中小企業の存在は諸開発計画の
なかでは無視され，意思決定から除外されても当然であろう。これまでの諸計
画の基調が，合理性と規模の追求であり「大規模化への信仰が無批判に受け入
れられ，企業でも都市でも『近代化』とは大規模化することだと信じられ，ぃ
たずらに量的拡大が追い求められたのである。しかも，いわゆる日本株式会社
が形成され，中枢管理機能の東京への集結が一段と加速された。産業政策のう
えでも重化学工業化優先が強力な行政指郡のもとで推進され，財政のうえでも
中央への財源の吸いあげが展開された1)」からである。いわば高度成長は，政
治・経済・行政だけでなく情報・文化までも，その機能を首都圏に集中してし
まったのである。この結果，既述の通り環境破境，公害発生を促し，都市圏以
外では地盤沈下という現象をさそったのである。つまり， 「古い地域的な共同
体の解体が進み，都市や企業の大規模化のなかで個人はマス化され，アトムと
化し，管理社会の病弊がクローズアップされることになったのである。都市は
砂漠化し，個人や家族の連帯は失われ，ましてや近隣の地域的連帯はまった＜
欠如することになった2)」ということである。
このような諸問題の発生に対応して，近年提唱されているのが地方分権的発
想による地域主義である。清成教授の言葉を引用すれば， 「第 1は，わが国に
1)清成忠男『地域の変革と中小企業」上巻 日本経済評論社，昭和50年， 12ページ。
2)前掲書， 12ページ。
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おいてはすでに過度の中央集権化が形成されており，それがさまざまな問題を
引き起しており，その解決のために地方分権化が必要であること 3)」，および
「第2は，現時点で国民的ニーズの変化が生じていると思われるが，新たなコン
センサスを形成する前提として地域主義が不可欠だと4)」いうことになる。そ
して，以上の実践的意味に加えて理論的意味としては，伝統的経済学（近代経
済学，マルクス経済学）に欠如していた「空間」の概念を重視することによって
経済学の再構築をも考えようということである5)。こうした地域主義に含まれ
る領域は，広く，問題は多岐にわたる。それは生活空間すべてにわたる問題と
考えられるのである。その中の基本的な一分野である「経済の領域では，何と
いっても経済の地域内循環を拡大させていくことが強調されねばならない。地
域内で生産，流通できるものは，可能なかぎりそうすべきである。そうした方
式が，かえって効率化をもたらし，生産・消費の正常化につながる場合が多い
ものと思われる6)」。そうだとすれば，こうした役割の担い手は，既存の大企業
では不可能である。むしろ，それは「新たな中小企業」に期待する以外にない
であろう。したがって，「地域の資源と労働力を活用した地域的独自性を有す
る地場産業を育成することが必要になろう。そうした地域経済の担い手として
中小企業を重視すべきであるが，そうした中小企業は『大企業以前』の中小企
業ではなく，また「大企業と併存する』中小企業でもなく，『大企業をこえた』
中小企業7)」ということになる。これは，まさに「新しい中小企業」である。
折しも，環境問題の深化と資源問題がクローズアップされてのち，国民・住民
3), 4)前掲書， 11ページ。
5)前掲書， 15-17ページ参照。
6)清成忠男「地域と中小企業金融」日本経済評論社文庫，昭和52年， 25ページ。
7)前掲書， 24-25ページ。
なお，清成教授は「原子化した個人と他方における国家との中間にさまざまな「中
間組織」が介在することが望しい。各地域の平面的な統一ではなく，重層的な「中間
組織』の存在によって，かえって全体がうまく機能することになり，『下から上へ』
の合意形成も可能になろう。」といい，経済の領域ではこの「中間組織」！ないし「中
間構造」を農業と中小企業に求めてその重要性を指摘している。
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の生活ニーズの変化からわが国の産業構造の転換の必要性が考えられてきてい
る。地域経済の評価と今後の進むべき方向は，こうした変化とともに「大企業
をこえた中小企業」を育成する好機ともいえよう。中小企業を無視するのでは
なく，再評価し，積極的に活用するものでなくてはならない。そうしてこそ
「新しい中小企業」も生成するのである。保護一辺倒の中小企業政策からは
「新しい中小企業」は生れないのである。このように考えると，長期的視点に
たつかぎり，経済活動の担い手としての中小企業の活動領域は，今後とも拡大
こそすれ決して縮小することはないといえるのではないであろうか。
VI 
さて，最後に「新しい中小企業」について一言しておこう。わが国経済の基
調は，高度成長から低成長へと変化し，それにつれて産業構造は資源多消費型
から省資源型産業構造へ，重化学工業優先から技術知識集約型産業への転換の
必要性が，すでに多くの識者によって指摘されている。これは，また生産第一
主義から消費者重視への変化であり，大量生産大量消費から質的充実，多様な
ニーズヘの適応であるともいえる。そして，消費者を中心として重視し，かつ
消費者の多様なニーズに応じようとすれば，中小企業の存在が重要視され無視
しえなくなる。何故ならば，そのような変化を反映すればするほど，従来の合
理主義，スケールメリットのみを重視する立場からでは変化に適応性を欠くこ
とになるからである。市場経済における硬直性も生れるからである。そうでは
なく，変化に適応可能な中小企業が「市場経済の担い手となることによって，
消費が生産の気ままにしたがうのではなく，反対に生産が消費の要求にしたが
うといった経済システムができあがる。数多くの中小企業が存在することによ
って，市場メカニズムがうまく機能するのである。消費者に適応した多彩な中
小企業が数多く存在し，絶えず競争するということになる1)」ので，消費者に
1)清成忠男『地域の変革と中小企業」上巻 日本経済評論社，昭和50年， 32ペー ジ。
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とっては好ましいことなのである。また，それは中小企業の存立にとっても好
ましく，必要なことなのである。国民や住民の，あるいは消費者の多様なニー
ズに対応でき，それが市場経済の担い手となりうるような中小企業を創出し，
育成することこそ必要なのである。「新しい中小企業」とは， まさにこのよう
な役割を果すことのできる中小企業を意味するのである。
さらにいえば，このような中小企業が地域に立地する要因としては，需要と供
給（生産要素）の両面からみて次のようなものがあると考えられる。すなわち，
(1) 需要が発生する地域に立地するクイプ（地域産業）
(2) 天然資源の産出地域や自然的条件の有利な地域に立地するタイプ（超地
城産業）
(3) 労働力が存在する地域に立地するクイプ（超地域産業）
(4) その他の諸資源が存在する地域に立地するタイプ（超地域産業）
である2)。(1)に属する「地域産業には，消費者に対して供給する産業と企業に
対して供給する産業があり，前者には小売業，対個人サービス業，一部の建設
業や不動産業などが含まれる。これに対して，後者には，一部の卸売業，対企
業サービス業，倉庫業，一部の建設業などが含まれる。また超地域産業のほと
直 接 の 買 vヽ 手 I 
消 費 者 I 企 業
地域産業（需要立地） 小 売 業 卸 売 業
サ ビ ス 業 サ ビ ス 業
建 設 業 倉 庫 業
建 設 業
超地域産業（供給立地） 観 光 産 平采 鉱 業
卸 売 業
地場産業（軽工業）
重 化 学 工 業
資料出所：清成忠男 前掲書 35ページ
2)清成忠男，前掲書， 34ベージ。
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んどは企業に対して供給する産業であり，これには鉱業，一部の卸売業，大部
分の製造業が含まれる 8)」のである。そして統計でみると，消費者を対象とす
る民営事業所の実数割合はおよそ63彩と圧倒的に高い数値4)をしめしている。
以上のように，今後の中小企業は地域経済の中心的担い手たる地域産業（と
地場産業）としてとらえ， 地域住民の需要を満し，・地域住民の生活に深くかか
わりをもつものとしてそれを創出し，積極的に！育成することこそ必要となろ
う。いわば，地域住民の生活必需品，便益品から彼らの生活を質的に豊かにす
る生活用品全般を供給する産業として， 「新しい中小企業」は位置づけられる
べきである。この場合の生活関連用品とは，具体的には「木竹製品，家具，紙
加工品，ゴム，プラスチック履物，日用プラスチック製品，皮革・同製品，陶
器磁器， 日用品金属製品 （金属洋食器，利器工匠具，アルミおよびステンレス家庭用
品ならびに住宅設備機器，ほうろう鉄器，照明器具等）， 身辺細貨（宝石，装身具，か
つら，書画こっとう等），楽器・レコード，がん具， 運動用品， 文房具等5)」を
その内容とする。生活用品産業ともいえるこれらの産業は， 「第 1に商品が多
種多様であり，その多くは大企業が担当するのに適さない。せいぜい中堅企業
以下で足り，大部分は専門中小企業が適している。第2に今後のニーズの方向
が高級化するから，製品も急速にグレードアップしなければならない。……第
3に産地性のある商品が多く，しかも，そのなかには伝統工芸の技法を伝える
ものもあるから，そのよさを十分に生かす努力が必要である。第4に……輸出
可能な企業は中小企業から中堅企業以上にシフトし，独特の技術，製品の独自
性等が輸出にとっての必要条件となっている。第 5に（上述の分野に対し）輸入
の急速な拡大6)」がみられるなどの特徴をもっている。 しかも 「生活用品産
業，特に文化用品産業は，都市型中小企業に発展の可能性を提供するもの7)」
3)清成忠男，前掲害， 35ページ。
4)消成忠男，前掲書， 36ページ。
5)並木信義「日本経済の基盤変動」日本経済新聞，昭和53年5月26日掲載。
6)並木信義，前掲紙。
7)並木信義，前掲紙。
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であるだけに，今後とも充分に考慮されてよいであろう。また，都市型中小企
業にとって重要なことは，高貨金・高生産性でなければ存立しえないことであ
る。したがって，従来の労働集約的経営から知識集約的経営への一層の転化を
促さなければならないのである。すでに，この兆は始っているといってよい。
さて，「新しい中小企業」とは，地域経済の担い手として各地域に適合した
中小企業を創出し，それを育成することである。それは，また地域的特性を充
分に発揮させうるものが望しい。このような中小企業の具体的あり方は，地域
のもつ特性の上にたって検討されねばならないであろうし，地域の特性を反映
したものでなくてはならないであろう。したがって，そのあり方は画ー的な政
策あるいは計画では抱括できるものではないのである。むしろ各地域が望しい
方向に，自主的に意志決定のできる体制を創りだすことこそ必要なのである。
そのためには，政治・行政• 財政などの仕組を根本的に変革しなければならな
いであろう。こうした変革なしには， 「新しい中小企業」の意味もなく，今後
の地域経済の育成• 発展はありえないし，ましてや地域の実情を無視しては環
境問題，公害問題，過密・ 過疎問題などの有効な解決策はありえないと思われ
るのである。
ー53年 5 月ー一—
